
Ⅰ．給与所得者の場合

○源泉徴収票（Ⅰー１で詳しく説明）

○確定申告書（控）[税務署の受付印があるもの] （Ⅰー２ー①で詳しく説明）

※電子申告を行った場合は、確定申告書に受信通知又は即時通知の写し等を併せて添付

○課税証明書・所得証明書（Ⅰー３ー①で詳しく説明）

○年金振込通知書 または 年金額決定通知書

○年収見込証明書

Ⅰ．給与所得者以外の場合（給与所得もあるときは、給与所得金額を年間所得金額に含める）

（自営業、兼業農家等）

○確定申告書（控）[税務署の受付印があるもの] （Ⅰー２ー②で詳しく説明）

※電子申告を行った場合は、確定申告書に受信通知又は即時通知の写し等を併せて添付

○課税証明書・所得証明書（Ⅰー３ー②で詳しく説明）

Ⅱ．預貯金額

○預貯金残高証明書［残高合計額の分かるもの］、取引残高報告書［評価額の分かるもの］

Ⅱ．不動産（評価額等）（Ⅱー２、Ⅱー３で詳しく説明）

○固定資産評価証明書等［該当者が資産の所有権者であることが確認でき、評価額の分かるもの］

○登記事項証明書（全部事項証明書）[固定資産評価証明書に併せて提出が必要。

ただし、固定資産評価証明書に所有者と持分割合（共有名義の場合）が明記されて

いる場合は提出不要］

※１ 当人の名義であることが明記されているものでなければなりません。日本語表記ではないも

のは和訳を添付し、返還保証書作成時点の日本円に換算した為替レート表を添付してください。

※２ Ⅰに関する各種証明書は取得できる直近のものを添付してください。

※３ 確定申告書電子申告の場合、税務署が受理したことを確認するため「受付日時」「受付番号」

の記載がある受信通知写し等の添付が必要です。

※４ Ⅱに関する各種証明書は返還誓約書に印字された誓約日（返還誓約書を提出後の場合は記入日）

の３か月前以降に発行されたものを添付してください。

返還保証書の記入例と「資産等に関する証明書類」一覧

Ⅰ～Ⅲのいずれかの基準を満たすこ
とを証明書類で確認のうえ、金額を
記入してください。基準を満たすこ
とを示す証明書類を返還保証書に添
付してください。
※次ページから詳細説明

当該人物（連帯保証人もしくは保証人）が全ての項目を記載してください。

「資産等に関する証明書類」一覧 （コピー可、マイナンバー記載のないもの）
※返還保証書の裏面に証明書に関する注意事項を掲載しております
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322
「奨学生本人」の氏名、「奨学生番
号」、「生年月日」が返還誓約書と
一致するように記入してください。

当該人物（連帯保証人もしく
は保証人）が自署、実印を押
印し、「生年月日」と「奨学
生本人との関係（続柄）」が
返還誓約書と一致するように
記入してください。

返還誓約書に印字された日付を記入してくださ
い。返還誓約書を提出後に提出する場合は記入
日を記入してください。


